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市町村における児童虐待対応の課題

一要保護児童対策地域協議会に関する先行研究レビューよりー

馬場 文

1 .はじめに

1 .児童虐待をとりまく現状

児童虐待は、子どもの生命、心身の発達、そして人格の形成に重大な影響を及ぼす非常に深刻な

問題である。わが国では、児童虐待の問題は長らく児童福祉法の要保護児童対策として対応され

てきたが、平成12(2000)年11月に漸く「児童虐待の防止に関する法律(以下、児童虐待防止法)J

が施行され、児童虐待への対応や発生防止のために、さまざまな対策が講じられるようになったo

児童虐待防止法施行後、子どもによる配偶者暴力の目撃が心理的虐待に追加されたこと、児童

相談の第l次的相談窓口として市町村が位置づけられたこと、市町村に要保護児童対策地域協議

会(以下、要対協とする)の設置が努力義務化されたこと、児童の保護に関して未成年後見人請

求を行っている聞の親権代行、正当な理由なく立入調査を拒否した場合の罰則強化、出頭要求や

家庭内臨検・子どもの捜索の制度化などの創設、親権の一時停止制度の創設や未成年後見制度の

改正、子どもの最善の利益を確保するための児童福祉施設長の権限強化等の措置の創設など、児

童虐待対応に関する法制度整備の進捗は一定評価されている(柏女 2013)。

一方、全国の児童相談所が対応した児童虐待相談件数は、毎年増加の一途をたどり、平成27年

度(速報値)は103.260件にも上っている(厚生労働省 2016)。山勝 (2013)は、これらの児童

相談所の相談件数以上に市町村で対応されている件数が多いことを指摘している(ただし、これ

らは重複が調整されておらず、行政が把握している、正確な児童虐待相談件数の総数は不明であ

る)。平成26(2014)年度の市町村虐待相談対応件数は87.694件であり、これも増加の一途をた

とeっている(前年度 79.186件)。これは、平成16(2004)年の児童虐待防止法等の改正により、

市町村も児童虐待の通告先のひとつに位置づけられ、また一般住民に対する児童虐待に関する啓

発も活発化し、住民に身近な市町村により多くの相談が寄せられているという影響が考えられる。

さらに、児童虐待による死亡事例も後を絶たない状況である。「子ども虐待による死亡事例等

の検証結果等について(第12次報告)J(厚生労働省 2016)によると、平成26(2014)年4月1

日から平成27(2015)年3月31日までに発生または表面化した子どもの虐待死事例(心中以外)

は43例 (44人)、重症事例(死亡に至らなかった事例)は10事例(10人)であり、毎年多くの子

どもの生命が失われ、また人権が侵害されている現状がある。
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では、実際に対応されている児童虐待の多くの事例は、どのような状況にあるのだろうか。特

に近年は、「子ども虐待はすべての社会階層において発生するが、貧困・生活困難層にその比率

が高く、問題が深刻化しやすいJ(松本ら 2010:10)と述べられているように、子どもを取り巻

く貧困問題と児童虐待との関連が指摘されており、生活背景に複雑で困難な課題を抱えているも

のが多い。松本 (2013)は、子どもと家族が直面する複合的困難に関する調査を行い、平成15年

度に北海道内の児童相談所で虐待相談として受理された事例について、(1)子どもの障害・親の

障害・ DVのいずれか、 (2)経済問題、 (3)社会的孤立、のうち複数の課題を併せ持つ事例が約

75%を占めるという結果を報告している。

2.市町村に求められる役割と機能

わが国の児童虐待対応や防止対策の根拠法令は、主に「児童福祉法jと「児童虐待防止法Jで

ある。これらの法律は、先述したように児童虐待の深刻な状況を踏まえ、度々改正が重ねられて

きた。特に平成16(2004)年には、両法律が相次いで改正され、市町村が子どもに関する相談の

第一線機関に位置づけられ、児童相談所や福祉事務所に加え、市町村も虐待の通告先となった。

平成19(2007)年の「児童虐待防止法及び児童福祉法の一部を改正する法律Jでは、要対協の設

置(市町村)が努力義務化された。さらに、平成20(2008)年の改正児童福祉法では、乳幼児家

庭全戸訪問事業、養育支援訪問事業、地域子育て支援拠点事業等の子育て支援サービス(いずれ

も市町村で実施)が法定化され、要対協の機能強化も謡われた。

しかし、加藤 (2013)は、 i(要対協の設置に関して)現在一定の敷石はできつつあるが、人員

・専門性の確保、支援計画の不在などの問題は解決できていなし、。担当者の働く環境条件が未整

備のまま、担当者らの熱意で対応しているが、一方では燃え尽きている担当者も出現しているJ

(加藤 2013:31)と述べている。また、「滋賀県における家庭児童相談に関する調査研究結果報告

書J(山越ら 2014)では、「他職種で協働できる仕組みとしての要対協の連携がうまく機能せず

形骸化している市町が多くみられるJ(山漣ら 2014:47)、「ソーシャルワークを意識したケース

検討(の必要性)J(山港ら 2014:47)、f(相談業務にあたる職員について)一定の水準以上の経

験と知識・価値・技術をもった職員の育成が必要J(山遺ら 2014:48)といった課題が挙げられ

ている。即ち、市町村の児童虐待対応の現場では、要対協の場を活用しつつさまざまな試行錯誤

がされているが、未だ有効な支援技術などは確立しておらず、多くの課題を抱えながら模索中の

4犬態であるといえる。

以上のような課題が指摘される中で、平成28(2016)年3月に児童福祉法の一部を改正する法

律案が国会に提出され、同年5月27日に可決成立した(公布は平成28年6月3日・施行は平成28

年10月1日及び平成29年4月1日)。この改正案の中では、要対協調整機関に専門職として「調

整担当者Jを置くことが努力義務とされ、その調整担当者は所定の研修を受けることが義務付け

られている。この平成28(2016)年の改正により、児童虐待に関する市町村の役割や機能は、よ

り一層重くなっていると捉えられる。
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上記のような背景のもと、本稿では、市町村・における要対協を核とした児童虐待対応の課題、

特に今般の平成28(2016)年児童福祉法改正以前の課題を構造化してとらえるために行った先行

研究レビューの結果と考察を述べる。

11.文献レピューの方法

1 .対象文献の抽出方法

文献の抽出には、 CiNiiArticles、医中誌Web、GoogleScholar、および]-GROBALの4つの

データベースを用いた。検索キーワードは「児童虐待and要保護児童対策地域協議会」および

「児童虐待加d市町村and要保護児童対策地域協議会Jとした。 2007--2016年の10年間に発表さ

れた論文を検索したo その中で、児童虐待対応に関して市町村要対協の取り組みに関する実態調

査結果とその課題についての考察が述べられているものを抽出した。その結果、本研究では13文

献をレビューの対象とした(表1)。

表1 本研究の対象とした文献の概要

著者 年 テマ 目的・対象・方法 結果概要

市町村および民間 目的:庖待遇告俊市町村がどのように要

団体の庖侍対応ネ 対協として子どもの安全のための
初期対応の多くは児童相談所の支援が必要な状

ツトワークに閑す システム化を行うのか明らかにす
態。

る研究市町村に ること。
要対協は、代表者会議の暖昧さや会議運営の課題加藤昭子 2∞7 

おける虐待対応ネ 対象:別の調査で「うまく要対協ができ
がみられた。事例の主担当者を決定するための専

ットワーク(要保 ているJと報告のあった12市町村
門知識や専門職の不足がみられた。

護児童対策地域協 方法:質問紙を予め配布した後聴き取り

議会)実態と課題 調査を実施

市町村ネットワー
目的:要対協の会議運営や、市町村の会

要対協の課題の要点として、①ネットワーク会議
携の課題をあきらかにすること。

そのものの意義が十分に議論・検討されていないク(要保護児童対
対象 :2∞5年6月現在で要対協が発足し

場合には活動がしにくい、②実務者会議内容と役
加藤昭子 2∞7 策地域協議会多機 ていた65市町村、及び先進的取り

割分担が十分に検討されておらず形式的になって開閉会議一実務者
組みをしている8つの県

いる、③実務者会議と代表者会議の連携が十分で会識を中心に考え
方法:65市町村に対しては郵送調査、先

ない、ということが明らかになった。る一
進的な8県には訪問調査を実施。

市町村を中心とした子ども家庭福祉行政実施体制

目的・市町村を中心とした子ども家庭福
の再構築(地方問分権)ができるか否かについて

市区町村を中心と
は、市町村担当者は「できる」と考えている傾向|

する子ども家庭福 祉行政実施体制の再構築(地方問
がある。しかし現状のままでは体制再構築は難し

祉行政実施体制の 分楠)ができるか否か、また市町
し、。佐藤まゆみ

2008 再構築とその課題 村が対応すべき課題は何か、を明
市町村が対応すべき課題は、「兼務体制の限界を柏女霊峰

に関する研究ー質 らかにすること。
考慮し専門分野を理解した人材配置をすること」

聞紙調査の単純集 対象:要対協設世情みの1176市区町村
「専門職採用とその質の向上のための研修をセッ

計結果を中心にー 方法:質問紙調査
トで行うことJr家庭の力を育てることJ等9つ
の繰越を提示した。

目的:これからの市の役削として、サ

ピスをつなぐ存在として機能強化

する方向にあること、在宅支援
子どもの問題が非常に多撤化しており、単にサー

ケースに対してトリートメント的
ピスの充実のみで解決できることではない、地域

阪神間における子 な役割が主な業務になると考えら
のつながりの希薄化の問題もあり地域力形成への

木下隆志 2∞8 ども家庭福祉施策 れることをふまえて、阪神間とい
アプローチが必要、親の梢神的な問題や人格面で

の現状について う一定地域における子ども家庭楠
の問題を抱える事例の対応が困難、といった課題

祉の情報収集をすること。
が挙げられた。

対象:阪神間の2市の子ども家庭縮担:主
管部局の代表職員

方法:インタピュ 捌査
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表1 本研究の対象とした文献の概要(続き)

著者 年 テーマ 目的・対象・方法 結果概要

目的:要対協を持つ市町村の抱えている
分析の結果、①児相との協働によるノウハウ伝達

など自治体の対応力向上の取り組みをすること②

要保護児童対策地
課題の詳細や構造を明らかにする

専門職をより効果的に活用するための取り組みを
こと

域協議会をもっ市
立皇:要対協設置済みで、先駆的取り組

すること③援助活動を工夫し最善の方策を見出す

佐藤まゆみ 2010 町村の抱える課題 取り組みをすること④支援の連続性を考慮した援

の構造化に関する
みを実施している10自治体の要対

助活動⑤市区町村か広械かいずれで支えるか判断
協事務局担当者

一考察
方法:半構造化面接法によるインタピ

し援助するための取り組みをすること⑥効果的で

実効性のある提助のための取り組み、の5つの謀
ユー調査。分析方法はKJ法。

題(試案)が抽出された。

調整機関担当者の対人援助資格所持率は75%。調

目的:要対協の活動や週営実態を明らか
盤機関担当者は日常的に役剖を理解してもらうよ

う辿携の努力をしている。個別ケース検討会で
市町村ネットワー にし、調整機関の役割を考察する

は、参加者の多くに「情報交換できたJ等の前向
クー調整機関の役 こと

割一要保護児童対 盆皇:]要対協成立以前に庖待防止ネット
きな認蝕あり。調整機関が会議を円滑に行えない

場合に参加者の不満足感や理解の低さなどの傾向
加藤昭子 2010 策地域協議会調整 ワーク活動を始めており、個別

がみられる。個別ケース検討会では、調整機関は
機関と個別ケース ケース検討会を一定実施している

検討会議参加機関 19都市の調整機関担当者28名、要
事例への理解を探める解説役や参加者の認識度の

調査から 対協事加者 122名
差を埋める仲介役、会議の進行・推進役となって

いた。調整機関担当者は、個別ケース検討会議開
方法:郵送調査

拙の判断や運営の役割を果たせる専門性の向上が

求められる。

平成21年12月現在の会津管内の市町村要対協の設
目的:会津管内における市町村要対協の 置率は82.4%であ r、全国の設置率 (97.6%)と
課題整理 比べて低い状況にある。また、すでに要対協を設

会津管内における 笠皇:会津管内の市町村の児童相談担当 位している市町村であってもその活用が十分に進

鈴木崇之 2010 
市町村要保護児童 者 んでいない。その背景には、市町村児童相談担当

対策地域協議会の 玄室:要対協設置の助言や進捗確認のた 者の異動・ネットワーク参加者の固定化・スー

現状と課題 めのヒアリング内容と、児童相談 パーパイザーの不在などのマンパワー不足、要対

体制強化実践研修時の情報交換内 協設置意義についての理解不足・要対協事務局へ

容の整理・分析 の信頼感の不足、市町村と児相との連携体制の問

題、等の謀題が挙げられた。

ネグレクトに対する予防的取り組みを行っていな

い、または予防という発想で虐待対応を考えてい

目的:全国の市区町村におけるネグレク ないと思われる市区町村は45%であった。

ネグレクトに対す
トに対する予防的な取り組みの現 予防的取り組みを行っている場合の内容は、啓発

安部計彦 2011 る市町村の予防的
状把握と、特債や課題の抽出 広報活動、ネグレクト疑いのある家庭への直接的

取り組み
笠皇:全国の市区町村(有効回答392市 関わり、保・幼・小・中の期間との連携・見守り
区町村) であった。

方法:質問紙調査 対象や担当部署によって予防的活動のないようが

大きく異なる。保憶と福祉は特に密接に連携する

ことが必要。

市町村虐待防止ネ
目的:要対協実務者会織の意義と実務者 調査結果より、実務者会議の役割・意義は大きく

ットワーク(要保
会議における児相の役割を明らか 2つあった。①実態把揖としての進行管理を中心
にすること に機関連携を図ること、②事例検討を通じ事例理

謹児童対策地域協
笠皇:月 l回の実務者会議と複数回の個 解を深めることで機関連携を図ること

加藤曜子 2011 議会)のケースマ
ネジメント一実務

別ケース検討会識をを開催する10また、児相が実務者会議に参加することは、児相
都市 側にとって市町村の役割や市町村支援の実態を理

者会議の意義と児
方法:ヒヤリング鯛査および実務者会議 解する機会となっていた。また施設退所事例につ

童相談所の役割ー
の参加見学 いても実務者会議で共有を図る場となっていた。

市町村中心の子ども家庭福祉行政実施体制は、現

状のままではできないということが明らかになっ

目的:市町村中心の子ども家庭福祉行政
た。法改正による市町村の役割強化の背景で、市

町村だけでは解決できない課題を、財源や人材の
市町村における子 実施体制に再構築するにあたって

手当のないままに抱えるようになっている。そこ
ども家庭福祉行政 解決すべき課題を明らかにするこ

に児相の持つノウハウと専門性、スーパーピジョ

佐藤まゆみ 2013 
実施体制再構築の と

ン体制を活かす必要がある。また、家庭への支援
課題ー先駆的自治 立皇:要対協先駆的自治体2、ショート

を強化するために、子育て支按と社会的擁護の中
体インタビュー閥 ステイ事業先駆的自治体2

間的なサーピスとして、ショートステイや児童家
査の分析からー 方法:半構造化面接法によるインタピ

庭支援センターの宿泊機能の活用が検討されるべ
ュー調査

き。さらに、法改正による市町村の役割強化に見

合うだけの人材配置、財源酪保、国や都道府県か

らの後方支援が必要。
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表l 本研究の対象とした文献の概要(続き)

著者 年 テマ 目的・対象・方法 結果概要

目的:要対協の現状について、館者が大
整理された課題として①虐待ケースの国難性、②

阪市要対協のSVとして赴いた経 組織聞における児童虐待への認識の差、③コーデ

要保護児童対策地 験から、要対協の在り方について
イネーター(調整者)の専門性、④マネージメン

石田雅弘 2013 域協議会における 実務的な課題を提供すること
トの力量について、⑤慮待ケースの検討基準の統|

今日的課題 笠方皇法 :大阪市X区
一化、⑥特定妊婦について、⑦施設退所児童への

:SV事業から見えた現状を、スタ 支援について、⑨飛行等の問題を抱える児童につ

ッフ会識の意見等を参考に整理
いて、⑩社会的サーピスの絶対的不足、が挙げら

れた。

目的 :N県の虐待による乳児の死亡事例
を契機に、行政の取り組みの課題

を明らかにする
2∞8年虐待事例調査:①0-2歳は児の所属する

対象:2，ω7年度1年間児童相談所と市町
ところがないので要対協での情報共有が重要、②

児童膚侍予防に向 村で受理した虐待事例1228件
孤立的な家庭ほど援助機関に拒否的、③特にネグl

けた県と市町村の (2∞8年調査) レクト事例は支援に拒否的、④乳幼児は母子保健l

加藤曜子 2014 取り組み:ある自 N県35市町村虐待事例対応職貝75
と福祉との協働が必要という課題が挙げられた

治体例からの一考 名 (2010年調査)
2010年調査:要対協の人貝体制の課題(勤務年数

察 方法:虐待のリスクアセスメント項目に
低く、研修受講率低い、ソーシャルワーク専門職

沿って各事例を調査。
が少ない、正規職員が3割にとどまる、他業務兼

職員種別、対応件数、事例の相談
務している、乳幼児健診未受診児対応が必要、と

経路、相談体制、調整機関体制、
いう課題が挙げられた。

研修体制を調査。

目的:市町村の児童家庭相談と要対協調 児童家庭相談と調整機関の役割が不明確、調整機

市町村児童家庭相 整機関の関係について明らかにす 聞の職務がわかりにくい、調整機関を担う職員の

加藤昭子 2016践と要保護児童対 る 3割が非正規職、人口10万人以下の自治体ではー
策地域協議会の運盆皇:全国各市区町村要対協担当者(有 般事務職で他業務を兼務といった課題が挙げられ

営 効回答717) た。このような課題に対して、工夫をしている自

方法:郵送調査 治体の例も提示されている。

2.対象文献の分析方法

分析方法は、テクスト分析の古典的な方法のひとつである「質的内容分析J(Mayring 1983) 

(Flick 2002)を参考にした。 Mayring(1983)によれば、質的内容分析には、①要約的内容分析、

②説明的内容分析、③構造化内容分析の3つの技法が含まれる。本研究においては、構造化内容

分析、即ち重要な特性をデータから探し、タイプ化による構造化 (typifyingstructuring)を行

う技法を参照した。

分析のプロセスは次のとおりである。対象の13文献を熟読し、児童虐待対応の課題として考察

されている内容で重要と考えられる、一定の意味をまとまりとする文節を取り出した。その一つ

ひとつの文節の意味や特性を推論した後、ラベル名を付したo それらのラベルを、類縁性を有す

るグループにまとめ、ラベル名を包括するさらに上位のカテゴリー名を付した。

ill.結果

文献レビューの対象とした13文献の内容から、要対協を核として展開している児童虐待対応の

重要な「課題Jとして考察されている部分を抽出し、質的に分析したところ、 35のラベルが生成

され、さらに6つのカテゴリーが生成されたo 生成されたラベルは以下の文中では【 ]で、ま

たカテゴリーは< >で示している。要対協や市町村の児童虐待対応における課題を象徴するも

のとして生成されたカテゴリーとラベルは表2のとおりであった。
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表2 分析によって生成されたラベルとカテゴリ一一覧

カテゴリー ラJてJレ

[要対協は情報共有の場1

[要対協の意義の浸透が不十分1

[要対協運営の活性化の必要性}

く役割認識〉 [実務者会議の位置づけや運営レベルの暖昧さ]

[調整機関についての理解を得ることが第1歩]

[実務者会議はスーパービジョン的立場}

[要対協関係者のモチベーションを高める必要性1

1幼少事例は母子保健と福祉の協働が重要1
[一機関での抱え込みをせず協働の必要性]

[児相との連携の課題]

く協働の意識と実践〉 [ネットワークの拡がりが限定的】

【調整機関はつなぎ役1

{専門職と行政職の連携、効果的な役割分担]

[連携・協働をスムーズにするためのルール作り1

1職員に経験と技術が蓄積されない】

{職員の研修実施体制が不十分1

[スーパーパイザーの必要性1

1職員の兼務]

く専門性の育成と維持〉 [職員の専門性]

[専門性を維持するための体制]

[要対協構成員の研修が必要]

[調整機関にはコーディネート力が必要]

[予防の発想}

[計画的かつ柔軟な人の配置1

{個人の力量に頼らない体制づくり】

く専門性を発揮できる基盤づくり〉 【負担が偏らない体制づくり}

{リーダーシップをとる存在の必要性1

1要対協運営の実務的課題}

[実務者会議と代表者会議の連携の問題]
く地域のネットワークと社会資源の充実>I..~.=……… 

[要対協とその取り組みを施策として発展させる】

[幼少事例ほど要対協活用が必要]

く対人支援技術の向上〉

[個別のケースに対する理解を深める必要性】

[当事者の意見の反映}

[虐待ケースの介入の困難さ]

{虐待ケースの介入の困難さへの挑戦]
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以下、各カテゴリーごとに、含まれるラベルと今回のレビューで対象とした先行研究の文中で

の具体的な記述の例を f斜角りで示す。

1 .要対協構成員や構成機関のく役割認識>に関する課題

く役割認識>のカテゴリーは、【要対協は情報共有の場]【要対協の意義の浸透が不十分】【要

対協運営の活性化の必要性}【実務者会議の位置づけや運営レベルの暖昧さ](調整機関について

の理解を得ることが第一歩]【実務者会議はスーパービジョン的立場】{要対協関係者のモチベー

ションを高める必要性】の7つのラベルから成る。以下に各ラベルの具体例を示す。

1要対協はT員報共有の場1の具体制hこは、 f合同で検討することにより、地域内の全体把握が可
能j、「新たな情報が機関からもたらされることで、事例理解が深まり…j等がある。

l要対協の意義の浸透が不十分】の具体例には、 f関連施設・機関の代表者や担当者に要対揚の

意義が十分に理解されておらず、これまで通り施設や機関においてケースを抱え込んでしまって

いるj等がある。

{要対協運営の活性化の必要性]の具体例には、 f設置幾のぽ府がさbめで不J宮廷J(:会議ぞの

ものがなぜ存在するのかの論議が十分に検討されていない場合には、活動がしにくいj等がある。

[実務者会議の位置づけや運営レベルの唆昧さ}の具体例には、「実務者会議で停をするのかコ

ンセンサスを…共有しているのかどうかJr実務者会議の内容と役割分担が十分に検討されてお
らず形式的j等がある。

{調整機関についての理解を得ることが第 l 歩]の具体例には、 f地域内の勉の子どれご府す~

ネットワーク会議に参加する等、調整機関の役割を理解してもらうことが連携の要件j等がある。

[実務者会議はスーパービジョン的立場】の具体例には、「進~~いナ-Ã ~fJljの1ft点からとら

えなおすJr実務者会議は、個別ケース検討会議が十分になされているのかを検討する役割j等
がある。

[要対協関係者のモチベーションを高める必要性]の具体例には、 f市町付の対応力舟ょにあた

って、意識の醸成と仕組みづくりの関係はひとつの大きなポイントJ{(要対協への)参加の度合

いひとつを取り上げてみても機関によって異なる。そしてその背景にあるのが児童虐待に対する

認識の差j等がある。

2.要対協構成員や構成機関のく協働の意識と実践>に関する課題

く協働の意識と実践>のカテゴリーは、[幼少事例は母子保健と福祉の協働が重要】【一機関で

の抱え込みをせず協働の必要性] [児童相談所(以下、児相とする)との連携の課題】【ネット

ワークの拡がりが限定的] [調整機関はつなぎ役】{専門職と行政職の連携、効果的な役割分担】

[連携・協働をスムーズにするためのルール作り】の7つのラベルから成る。以下に各ラベルの

具体例を示す。

{幼少事例は母子保健と福祉の協働が重要]の具体例には、 f健診釆受診…釆PJi./tl Jf!.室の利二要
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保護児童が含まれるJr母子保健と福祉領域の協働j等がある。

ト機関での抱え込みをせず協働の必要性】の具体例には、 f要対揚の意義が習解されておらず

…ケースを抱え込んでしまっているJr担当者間で十分な連携をとりうる体制が求められるj等

がある。

I児漁ヒの違換の吉弘魁の具体帆こは、 f児相(県)と市町村の問に不信感Jr知識とスキルを

上げるためには実際的な児相との連携は必須j等がある。

【ネットワークの拡がりが限定的】の具体例には、伶ッ介ワークの参加者が溜定ltJ等があるo
l調整機関はつなぎ役1の具体例Lこは f調整機関としてB頃から連絡を取り合い、他の子どる
に関する会議があれば出席するなどのつなぎ役を意識することj警がある。

【専門職と行政職の連携、効果的な役割分担]の具体例には、 f信託に係J6事F税減・技術.を持

った人材と行政裁として経験のある人材が協働する必要性j等がある。

【連携・協働をスムーズにするためのルール作り]の具体例には、 fナースの居直L基拳やナー

スの廃止基準について…統ーした認識が持てるようにJrケースの選定基準を明確にし、体制jを

整備していくことj等がある。

3.要対協の調整機関を担う人材や部門のく専門性の育成と維持>の課題

く専門性の育成と維持>のカテゴリーは、【職員に経験と技術が蓄積されない】{職員の研修実施

体制が不十分]【スーパーパイザーの必要性]【職員の兼務] [職員の専門性] [専門性を維持する

ための体制】【要対協構成員の研修が必要】【調整機関にはコーデイネイト力が必要】【予防の発

想】の9つのラベルから成る。以下に各ラベルの具体例を示す。

【職員に経験と技術が蓄積されない】の具体例には、 f正規務員の身務卒毅ぱ1--34E釆減d多

く…Jr熱心な担当者が異動してしまうと途端に進捗状況が停漉するJr過度な担当者の交代は
(現場の)声をまとめる力、分析力を阻害する可能性J等がある。

[職員の研修実施体制が不十分]の具体例には、 f要対脇のλ民俗語ずの局窓…研修を受け冷釘合

は低かったJf正規職員の研修受講割合は約3 書~J 等がある。

【スーパーパイザーの必要性】の具体例には、 fスーパーパイザーの不在JrスーノfーパイX俳

制の薄さj等がある。

1職員の兼務1の具体例hこは、 f市町村は人材が足りないことを兼務体制で補っていることによ

り、専門職が十分にカを発揮できない状況Jf人口10万以下ではー殺事務職が調整機関を担って

おり、また他業務を並行して実施しているため負担が重いj等がある。

【職員の専門性】の具体例には、 f要対飯事務局の担当者…ナースマ恭一ジャーとLでの草月佐

を高めることJrソーシャルワークを学ぶ機会のない職種が担当しているJr専門職ならではの能
力や援助方法への視点が求められるj等がある。

【専門性を維持するための体制}の具体例には、 f支援の道統佐の実現にみとつでは、 E鍔や進

行管理の仕組みと事務局の機能強化、さらには複数の担当者の配置による専従的な対応が必要j
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f調整的機能と相談機能を機能別に整理し、担当者もそれぞれの役割を自覚しておく必要性j等

がある。

[要対協構成員の研修が必要]の具体例には、 f餌府ナース般討会議結叛への不JJJ!M、虐待対応
の知識の不足、虐待に関する研修を受けていなしづ等がある。

[調整機関にはコーデイネイト力が必要】の具体例には、 f調整機筋と Lで館別ナース様討会議

においては司会者として、強別ケース検討会議では事例理解を深める解説者役、参加者の認識度

の差を埋めていく仲介役、司会でない場合には推進役…Jf.調整機関として、個別ケース検討会

議の開催時期を適切に見極めることj等がある。

1予防の蕊想1の具体制hこは、「半数近い市区町村では予防的な取り組みを行っていないか、予
防という発想で児童虐待対応を考えていないことがうかがえるj等がある。

4. 3を下支えするく専門性を発揮できる基盤づくり>の課題

く専門性を発揮できる基盤づくり〉のカテゴリーは、[計画的かつ柔軟な人の配置】{個人の力

量に頼らない体制づくり】【負担が偏らない体制づくり][リーダーシップをとる存在の必要性]

【要対協運営の実務的課題】の5つのラベルから成る。以下に各ラベルの具体例を示す。

[計画的かつ柔軟な人の配置】の具体例には、 f溜綴殿で道統佐のある安定的会合趨ふのための

体制づくりと人材の確保が必要j等がある。

[個人の力量に頼らない体制づくり】の具体例は、 f館λに腐ヮでいる現段…ぞうせさ渇を待合

い組織的な問題j等がある。

{負担が偏らない体制づくり]の具体例は、 f事在担当者がl名の場合、与えッ介ワークが作れ

ずJr複数の担当者を置く必要性j等がある。
{リーダーシップをとる存在の必要性】の具体例は、/渚かリーダーシップを受揮で~，lJλ材が

必要j等がある。

接対漁連営の実務的課到の具体制は、 f書式の諜題、資料準備の煩雑さJf.限られた時間内

で全ケースを検討することは難しいj等がある。

5.く地域のネットワークと社会資源の充実〉の課題

く地域のネットワークと社会資源の充実>のカテゴリーは、【実務者会議と代表者会議の連携

の問題】と【要対協とその取り組みを施策として発展させる】の2つのラベルから成る。以下に

各ラベルの具体例を示す。

{実務者会議と代表者会議の連携の問題】の具体例は、 f実務者会議と代表者会議の道拶がナ分

でなしづ等がある。

【要対協とその取り組みを施策として発展させる}の具体例には、 f実効佐を盆b手立で、針通E

み…時代に合わせた制度の評価、点検の仕組みを根付かせることも必要J{サポートネットワー

クがうまくいくには、社会資源が豊かであることも、その支援の質を高めることにつながってく

司
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-lJJ等があるo

6. く対人支援技術の向上>の課題

く対人支援技術の向上>のカテゴリーは、{幼少事例ほど要対協活用が必要)[個別のケースに

対する理解を深める必要性)[当事者の意見の反映】【虐待ケースの介入の困難さ][虐待ケース

の介入の困難さへの挑戦}の5つのラベルから成る。以下に各ラベルの具体例を示す。

【幼少事例ほど要対協活用が必要】の具体例には、 {j牙厚媛県UiO汐、会い0--2農の在宕支援…要
対協活用の必要性が高いJr支援が必要なのは子どもでなく毅j等がある。
{個別のケースに対する理解を深める必要性】の具体例には、「家族全体、家易容の管奈に府す-lJ

アセスメントが必要Jr子どもの成長に応じた支援、役割の変化に対応することj等がある。
1当事者の意、見の反映1の具体帆Lこは、「当事者参加の重視はわが国でも必要J{常に当事者の
意見を入れておくことj等がある。

{虐待ケースの介入の困難さ】の具体例には、 fアセスメン介に必要会館講'iiOぜE袋できにぐいJ

f家族の生活実態が把握できない者が多く…j等がある。

【虐待ケースの介入の困難さへの挑戦】の具体例には、 (/J1[Jl励会家庭にぱアウ介ゲーチを含め

た、より積極的で丁寧な支援体制をとる必要性J{孤立的で拒否的な養育者へは援助関係が築き

にくいため、専門的な面接言rq，練を受けた担当者がキーパーソンとして関わる必要性があるJr.罰
することではなく、当事者が参加して自分の問題として認識をしつつより良い方向へ動機づけら

れていくことが必要j等がある。

N.考察

1 .要対協構成員や構成機関のく役割認識>に関する課題について

要対協は個別ケース検討会議、実務者会議、全体会議の三層構造で構成され、要対協の運営や

ネットワークの調整は調整機関が行う。市町村の児童家庭福祉主管課や母子保健主管課の中に、

調整機関の役割を担う職員が配置されることが多い。要対協は、平成27(2015)年4月1日には

全国の市区町村のうち99.4%に設置されており(厚生労働省 2016)、平成19(2007)年の児童福

祉法改正時に示された“要対協設置の努力義務化"は概ね達成している状況である。しかしその

運営については市町村に任されており、実際にはさまざまな課題が生じていることが先行研究の

レビューカ=ら明ら治、になったo

まず実務者会議のく役割認識>についての課題がある。今回の先行研究の分析から、【実務者

会議の位置づけや運営レベルの暖昧さ】が現実に存在しながら、【実務者会議はスーパービジョ

ン的立場】や、{要対協関係者のモチベーションを高める必要性}が求められているということ

がわかった。実務者会議の位置づけや運営については、平成17(2∞5)年2月25日付け雇児発第
0225001号「要保護児童対策地域協議会設置・運営指針J(以下、要対協指針、とする)が示され
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ているものの、市町村の規模の違いや、増え続ける市町村への児童虐待に関する相談対応に追わ

れながら実務者会議を運営する困難さがあると考えられる。そのような中で、スーパービジョン

やモチベーション向上の役割が実務者会議で発揮されるには、調整機関(調整機関の役割を担う

職員)が上手く機能する必要があるo

この調整機関の業務は、要対協指針によれば、①地域協議会に関する事務の総括、②支援の実

施状況の進行管理、③関係機関との連絡調整、と示されている。先行研究から、「調整機関の職

務内容がわかりにくい」中で、「地域内の他のネットワークに参加する等、調整機関の役割を理

解してもらうことが連携の要件」になるという役割認識から、表には見えにくいネットワークづ

くりに努力している状況を把握したo このような努力は、調整機関に配属された職員の個々の力

量や意識に委ねられているところが大きいと恩われる。しかし、調整機関に配置すべき職員は、

要対協指針に「児童福祉司、保健師、助産師、看護師、保育士、教員、児童指導員Jと非常に幅

広く規定されており、この職種の肩書や資格を持っているというだけでは、求められる調整機関

の役割を十分遂行できるとはいえない。この調整機関の役割を担う職員に求められる役割とその

専門性についての課題は、後述する。

2.要対協構成員や構成機関のく協働の意識と実践〉に関する課題

くT品種誌の意識ヒ実践〉の森喜豆では、 f母子保健と福祉領域の協働j、f一機関による抱え込みの

防止j、{(支援計画の管理をしている)ケースの基準について…事例を出し合って…統ーした認

識が滞で.oように…Jといった意識を持ちながら実践している具体例が多く示された。このく協

働の意識と実践>を促進するために要となっているのは調整機関である。 f誠監援席と Lで、 E

頃から(要対協に参加する)機関と連結を取り合い、他の子どもに関する会議に機会があれば出

府する…jなど、【調整機関はつなぎ役}として表面には現れにくい活動を行っているのである。

また、協働が必要なのは要対協に参加する市町村内の機関同士だけではない。具体的記述も多

く、より切実な諜題が{児相との連携の課題】である。今回レビューの対象とした先行研究は市

町村側の実態調査を行ったものばかりであるため、ここで扱うのは市町村から見た児相との連携

の議誌である。 1足渦h二対して、 f市町村の担当者がある程度の知識やスキルをあげるためには、

実際的な児穏との連携は必須j{ノウハウの伝達(が必要)Jヒ、精じケースワークの知識や技織

の伝達を強く求めていることがわかる。後述するが、市町村の要となる調整機関に配属される職

員の専門性は未だ十分ではない。しかし、児相側も児童虐待に関する相談件数が増加の一途をた

どり、児相職員に熟練者が定着しているとは言い難い状況である。そのような中で、本来虐待事

例の危機的な状況では最も連携をしなければならない児相と市町村が、 {-!J手保護をど…Jf1mだ
けが持つ権限をめぐって、児相と市町村の問に不信感が生じることもあるjヒいう。この主ろな

状況を受けてのことか、平成28(2016)年の児童福祉法改正においては児童相談所の専門性の強

化が謡われている。児童心理司、医師または保健師、弁護士、児童福祉司(スーパーパイザー)、

社会福祉主事として2年以上児童福祉事業に従事し講習会修了した者の配置についての規定と配
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置数の基準が設けられたのである。これらの職種の中で市町村との連携窓口の役割は主に児童福

祉司が担うと思われる。児相の強化を法改正で謡うのであれば、市町村との連携やサポートを行

う役割をとる者として、ソーシャルワークの専門職であり国家資格を持つ社会福祉士を明確に規

定すべきであると考える。

3.要対協の調整機関を担う人材や部門のく専門性の育成と維持>の課題

先述したとおり、要対協の調整機関は、市町村における児童虐待対応を迅速かつ組織的にすす

め、児童虐待家庭の在宅支援をより効果的にすすめていくための、まさに「要」となるところで

ある。しかし、その課題として先行研究に挙げられているのは、【職員の専門性】【職員に経験と

技術が蓄積されない】[職員の研修体制が不十分】というものであった。このことに深くかかわ

っているヒ考えられるのが、 f人員体制の問題jである。 f正規職員の勤務年数は1--3年未満j

で票動ヒな勺、しかもその職員は f一般事務職が調整機関を担いjかつ「他業務を並行して実

施jする f兼務体制jである。 fソーシャルワークを学ぶ機会がない職員jが調整犠鳴を担当し

ていることもあり、先述した調整機関に求められる役割や専門性を遂行することなど、このよう

な状況では到底できないものと考えられる。

このような厳しい状況にあっても、在宅で困難な状況におかれている児童虐待家庭になんとか

して介入し状況を改善したいと考え、調整機関自らの対応力・専門性を向上させたいと考える場

合に、{スーパーパイザーの必要性】が出てくる。しかし、先行研究では fスーパーパゲズ、体御

の摩さJrスーパーバイザーの不在Jが指摘されているo児童虐待家庭は、経済的な問題・親の
就労の問題・親あるいは子どもの疾病や障害・ DV・アルコール等の噌癖等さまざまな問題が複

雑に絡んだ状況であることが少なくない。要対協の調整機関や参加機関だけでアセスメントを続

けると、対象家庭のマイナス面ばかりに気をとられ、大局的なアセスメントができなくなる場合

がある。このような状況を防ぎ、対象家庭のわずかな肯定的変化であっても捉えて支援に活かす

ことができる、そしてそのような支援関係者の努力が評価されるように、スーパーパイザーと共

に客観的に対象家庭を見つめ直す機会が必要である。

以上の.tろな扶況を杭事もするためh二、「調整者としてこのような役割を十分に果たせる人材を

養成していく仕組みj、さらじは f人材の確保や財源が必要jヒ先託職支でも指漁ミされている。

このような人材養成の仕組み、人材や財源の確保は、当然のことながら自治体での予算の獲得が

必要になる。どの自治体においても自治体単独で予算を増やすことは非常に困難である。また、

調整機関の担当者自らが日常業務(虐待事例の相談、要対協運営のための事務的作業、要対協参

加機関との連絡調整、個別ケース検討会議・実務者会議の開催等)に追われながら、予算要求の

作業を行うことも困難であるoやはり、国レベル・都道府県レベルで、市町村で児童虐待に対応

する、特に要対協調整機関を担当する職員の十分な育成と確保のために予算措置が行われること

が必要である。

現在、半ぱなし崩しのような状況で市町村による在宅支援を余儀なくされている虐待事例も多
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く存在すると考えられるo しかし、例えば「行政による強権的な介入によって親子分離が行われ

てきたことの反省として親支援のあり方が見直され始めたJ(佐藤 2016:409)というデンマーク

では、課題を抱える子育て中の家族の在宅支援に力を入れる方向へと政策転換を図り、先進的な

地域では f45人のスタッフが40家族を対象にするほどJ(佐藤 2016:410)の支援体制を構築して

いるという。日本では、平成28年の母子保健法の改正において妊娠期から子育て期までの切れ目

ない支援を行うための「子育て世代包括支援センターJの設置が市町村の努力義務として法定化

され、同年の児童福祉法改正において「市町村は、児童及び妊産婦の福祉に関し、必要な支援を

行うための拠点の整備に努めることとするJと規定されたo これらの改正により課題のある子育

て家庭や虐待が現に生じているような家庭に対して、これまでと異なるどのような在宅支援を充

実させることができるのか、法改正の文言からは具体的なあり方が見えてこない。さらに、この

子育て世代包括支援センターと従来の要対協調整機関との関係や位置づけも明示されていなし'0

新しい子育て支援体制と児童虐待防止体制を、それぞれの市町村の実情に応じた形で構築し定着

させることができるよう、国や都道府県のサポートやコンサルテイングが必要である。

4. 3を下支えするく専門性を発揮できる基盤づくり〉の課題

要対協調整機関の職員がく専門性を発揮できる基盤づくり〉には、要対協調整機関が複数の構

成員で組織され、チームとして専門性を発揮できる体制を整えることが必要であるo熱意ある職

員{1留λに腐っでい~J だけでは、児童虐待家庭の複雑かつ困難な問題が次々に相談として市町

村に持ち込まれている現在の状況には、とても対応していくことはできない。調整機関担当職員

個人の熱意や技量に頼るだけでは、根本的な問題解決は難しく、目の前の出来事に対処するだけ

で手いっlまいはなってしまう。ちらはは、 f担当が実質1名の場合、ネットワークが作れずj熱

意ある職員を消耗させ、パーンアウトに至るおそれもある。

児童虐待問題を少しでも格決していこうという f情熱や意識、経験を連続性を持って積み上げ

るjためじ、 f質的向上のための研修や現任研修jを実漁し、 f一人で対応する体制ではなく係に

夜殺の担当者を産ぐJなど【個人の力量に頼らない体制づくり}【負担が偏らない体制づくり】

を構築していくことが必要となる。当然そのような組織体制の中には【リーダーシップをとる存

在の必要性】もでてくるだろう。

以上のことを実現していくためには、前項3く専門性の向上>の課題でも述べたように、市町

村で児童虐待に対応する、特に要対協調整機関を担当する職員の十分な育成と人員確保のために

予算措置を必要とする。しかし、単に人を増やせば良いというものではなく、市町村・における児

童虐待対策・児童虐待防止対策の中核的な存在として{計画的かつ柔軟な人の配置】を行う。こ

のことによってく専門性を発揮できる基盤づくり>が始められるのではないだろうか。

5.く地域のネットワークと社会資源の充実>の課題

前述した 1から 4の考察は、主に要対協の構成員、構成機関、そして調整機関など、児童虐待
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家庭への直接的な支援を行う立場に関わる課題であった。<地域のネットワークと社会資源の充

実>とは、このような直接的支援を円滑に、また柔軟に展開していくための手段の選択肢を拡げ

るという課題である。

市町村に通告や相談が持ち込まれる児童虐待事例への直接的な対応は、多くの場合行政機関の

母子保健や児童家庭福祉の部門が行うが、そのように窓口となる部門が関わるだけでは容易に解

決しない事例が多い。そのため要対協で情報を共有し、必要な支援の計画を立案し、関係機関や

職種の役割分担を行いながら支援を実施していくのである。しかし、支援のための既存のネット

ワークや既存の施策を用いても、状況が改善せず支援計画が手詰まりになる事例も多い。既成概

念を超えた柔軟なサービス、新しいサービスが必要とされているのである。

今回対象とした先行研究の中でも f託会資源が豊かであることも、その支援の質を高めること

につながってくるj ヒ述べられ、その社念資源、の観也のためhこは f実効性を生む手だて、仕組み

…時代に合わせた制度の評館、点検の仕組み~Jr分析できる力量や政策に反映できる仕組みjが
求められている。つまり、要対協には、個々の事例の支援計画と進捗管理だけに埋没するのでは

なく、[要対協とその取り組みを施策として発展させる]こと、即ち、現在の制度やサービスの

限界、そしてさらに必要とされる支援方法や新しいサービスのアイデイアを発信し、新たな社会

資源の創出へとつなげていく役割が求められているのである。

このように既存の制度やサービスの枠組みを超えた新たな社会資源を創出するためには、要対

協の三層構造のトップにある代表者会議が形式的ではなく実効性のある会議であることが必要に

なる。今回のレビューにおいては[実務者会議と代表者会議の連携の問題】が抽出されたが、多

くの市町村の代表者会議が形骸化したものであるという報告も多数ある。要対協を設置する市町

村において、まさに子どもとその家族を支援するための機関が集まるのが代表者会議である。わ

がまちの子どもたちの、特に虐待等での支援を必要とする子どもたちの最善の利益をどのように

保障するのか、そのことを真剣に検討し何らかの手立てを生み出すことができる代表者会議とし

ていく必要がある。

6.く対人支援技術の向上〉の課題

く対人支援技術の向上>の課題の中では、生命の危険の高い乳幼児・孤立や拒否のある養育者

・養育者に精神的な問題や人格障害の問題がある場合、など介入に慎重さや困難さを伴う場合の

課題が抽出された。このような困難事例への対応について、 f街Nナース於討会議で…fllJJaJf!!M 

でき安かったJr支援方針やffffiJ5.がでさでいをいJなど、まずは【個別のケースに対する理解を
深める]必要性が抽出されており、市町村における児童虐待事例に対するソーシャルワーク実践

そのものに、まだ課題が残されていることが明らかになった。これは、先の要対協の調整機関を

担う人材や部門のく専門性の向上>の課題の項で述べたように、ソーシャルワークを実践する専

門職が配置されていない、また兼務体制や短期間の異動などの課題があることとも大いに関係し

ている。
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このような状況に対しては、先に述べた{計画的かつ柔軟な人の配置}によるく専門性を発揮

できる基盤づ丈勺〉ヒヒもじ、 f専門的な密接訓練を受けた担当者がキーパーソンとして関わ

るIJr家庭の事情をアセスメントしながら…支えていくJr罰することではなく、当事者(養育
者)が参加して自分の問題として認識をしつつより良い方向へ動機づけられていくことが必要j

等の具体例にあるように、対人支援の基本として、まずは着実な[援助関係の構築]を目指すこ

とが求められていることがわかった。しかし[虐待ケースへの介入の困難さ】が多くある中で、

{援助関係の構築]は決してたやすいことではない。先行研究の具体例にあるような f草月励会

面接訓練j ヒはどの主うなものか、 f当事者(養育者)が自分の問題として…動機づけられてい

ぐJというような関わりの方法はどのようなものなのか、先行研究では明確にされていなし、。特

に市町村における児童虐待家庭への関わりは、子どもの一時保護などの権限を伴わず、養育者に

拒否されないよう慎重に行っていかなければならないという特徴がある。しかし、児童虐待家庭

をただ見守っているだけでは何の解決にもならず、何らかの方法で{援助関係の構築]を図って

いくことが必要になる。この【援助関係の構築}の具体的なプロセスやその時に用いる具体的な

手段などを明確にしていくことが必要である。このことは筆者の研究課題でもある。

7.文献レビュー全体を通して見出された課題とこれからの方策

前述した 1から 6の考察は、今回対象とした文献の具体的内容を質的に分析して抽出した課題

である。ここからは、文献レビュー全体を通して見出された課題について、以下2点を述べてい

きたい。

1 )子どもと家族にとって有用な政策転換に結びつくような全国的実態調査の必要性

今回の文献レビュー対象とした先行研究のうち全国の市町村全数を対象とした調査はわずか

2つであった。その他の先行研究は、先進的な取り組みを行っている市町村、あるいは主任研

究者がスーパーパイザ一等の立場で関わっている少数の市町村を対象とした調査結果を分析し

たものが多かった。要対協の取り組みとして先進的な実践が行われている市町村でさえ、今回

抽出したような課題が山積しているという現状なのである。では、先行研究の調査対象になら

なかった市町村では、どのような課題があるのか。そこにはさらに困難な課題が潜んでいるこ

とも考えられる。一部の先進的な市町村の取り組みだけではなく、全国的に実態を把握し、そ

れが子どもたちの将来にどのような影響を及ぼし得るのか明確になるような調査が実施される

必要があると考える。

イギリスでは1997年の労働党への政権交代を機に、「シュアスタート SureStartJという政

策が始まった。この政策に対しては、当初1999---2002年の3年間に4億5千万ポンド(およそ

630億円)、さらにプログラムの拡大に伴い2003---2004年には5億ポンド(およそ700億円)の

予算措置がされ、かつ財源の使用目的はシュアスタートに明確に限定されていた (Belskyら

2007)。この政策は、 1998年の f8歳以下の児童へのサービスに関する総合的支出レビュー」
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という国の財務当局による調査報告から始まっている。これは労働党政府の総合的財政見直し

の一環として子どもと青少年に対するサービスの横断的な見直しを行ったものである。この横

断的見直しによって、①年少児とその家族に対するサービスの質は地域によって大きな幅があ

り、長年相互に調整されず細切れの状態で提供されていたこと、②特に4歳以下の子どもを対

象としたサービスは不適切なものであったこと、という見解が得られた。このような見解を得

たことによって、最も困窮している地域の0-4歳とその家族の健康とウェルビーイングの増

進を目的とした、シュア・スタートという名称のプログラムを立ち上げることが始まったので

ある。このシュア・スタートの立ち上げにあたっては「貧困による子どもとその家族の生活困

窮は、子どもの生育に悪影響を与え、その結果貧困の世代関連鎖をもたらすjという認識が大

きな前提として存在しており、またシュア・スタートを始めることによって、貧困と社会的排

除が与える長期的な影響を食い止めようとするものであった。(埋橋 2009)。

このようなイギリスの例を振り返ると、これまでに日本で行われてきた実態調査は、先に述

べたように一部の実態でしかない可能性があり、またその結果は広く国民の意識を変化させる

ほどには公表されておらず、政策を変化させるほどのインパクトを伴っていない、という印象

が強い。子どもの貧困問題や児童虐待という、将来を担う子どもたちに関わる深刻な問題を真

剣に解決しようとするならば、障壁となる課題や現状の施策の課題が本当に浮き彫りになるよ

うな調査を、国が主導して実施し、広く国民にも周知し、解決のための大きな政策転換を図る

機運を高めていくべきであると考える。実態だけではなく、現在の子どもの貧困や児童虐待の

問題がこのまま継続することによって、日本の将来にどれほどの損失をもたらすのか、抜本的

な解決のために国家の予算を投資することで得られる利益について試算できるような調査が行

われるべきである。

2)要対協の「調整機関Jのあり方について

今回の文献レビューにおいて、要対協の調整機関は、市町村の児童虐待家庭への支援を推進

する要になる、ということを先にも述べてきたo この調整機関に関して、平成28年5月の児童

福祉法一部改正において、要対協調整機関に専門職として「調整担当者」を置くことが努力義

務とされ、その調整担当者は所定の研修を受けることが義務付けられた(公布・施行は平成29

年)。さらに、その調整担当者は児童福祉司、保健師、看護師、保育士等の専門職とすべきと

されている。この改正は一定進展があるように見えるが、専門職で研修を義務付けられた調整

担当者を置くことを「義務付けJただけのことである。この改正で、市町村は専門職を雇用し、

研修を受けさせる必要がでてくるが、そのための予算獲得の十分な根拠となり得るのか。行政

における新たな人員の確保や配置は、往々にしてその自治体の首長の方針や財政状況によって

左右されることが多い。このことを突破できる根拠となるだけの力が、今回の法改正にあるの

かどうかが不透明である。

また、調整担当者として専門職を配置するべしという改正内容にはなっているが、人口や出
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生数等に応じた配置人数の基準や、その専門職が有するべきソーシャルワークの能力や技術の

あり方が明確にされていなし」ただ、児童福祉司、保健師などの資格を有していればよい、と

いうだけの改正では、本当に必要な調整機関としての能力を発揮することは困難であると考え

る。調整機関の調整担当者の配置を義務付けるだけではなく、調整担当者として必要な能力や

技術、そして配置人数の基準を明確にするべきであるし、先述したようにソーシヤルワークの

専門職である社会福祉士を配置することを明示すべきであると考える。
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